
就学相談・就学先の在り方等について 
 
千葉県教育委員会 

＜注＞ 本報告の中にあるデータについて 
・今回の聴取にあたって市町村の教育委員会に調査したものである。回答は、 
昨年度の実績をもとにしているが、一部今年度の事情も含まれている。 

・数値データについては、前年度末に市町村合併があったため、今年度の市町 
村数（５６市町村から５４市町村へ）で調整した。今年度の市町村数は、市 
が３６、町が１７、村が１である。なお、３６市には政令指定都市１市、中 
核市２市が含まれている。 

   
１ 就学相談体制について（就学指導委員会の現状と課題） 

〇市町村の就学指導委員会は、５４市町村中５３市町村に、いずれも単独で設置されている。就学指

導委員会は、市町村の条例・規則又は要綱により設置されている。就学先の決定については、年に

１～数回の就学指導委員会を招集し、その審議結果をもとに総合的に判断している。 
〇県教育委員会においても、教育委員会規則により就学指導委員会を設置し、市町村の教育委員会か

ら通知された県立特別支援学校への就学予定者について調査・審議を行い、その結果をもとに県教

育委員会が就学先を決定している。 
〇なお１市は、平成２０年４月に就学指導委員会を廃止し、医師や他の専門家で構成するチームが、

年間を通じて市内の保育所や幼稚園等を巡回し就学相談に当たり、保護者の意向に基づいて就学先

を決定している。 
〇市町村の就学指導委員会の委員は、教育関係者を中心としながら医療、福祉、心理関係者等で構成

されている。委員の人数は、県平均で１４名であり、その内訳は、教育関係者が６６．０％にあた

る９．２名、医療関係者が１６．７％にあたる２．３名、福祉関係者が１０．７％にあたる１．５

名、心理関係者が２．９％にあたる０．４名、その他が３．７％にあたる０．５名であった。その

他は、保健福祉を担当する行政関係者や保護者であった。 
〇市町村の就学指導委員会の委員の構成員について、教育関係者は全ての市町村で置いている。医療

関係者を置いている市町村は９８．１％にあたる５３市町村、心理関係者を置いている市町村は２

７．８％にあたる１５市町村、さらに保護者という立場を明確にして置いているケースは３．７％

にあたる２市であった。 
〇市町村の就学指導委員会に関する課題として、多くの市町村で「発達障害分野の医師や心理関係者

を確保したいが、人材を地域で探すことが困難である」「審議件数が増加していて、審議時間や審議

回数を増やす必要がある」等があげられている。 
 
２ 保護者との共通理解醸成のための方策等について  

（１）保護者との共通理解醸成のための方策 
〇多くの市町村の教育委員会では、関係学校への学校見学や関係学校での体験学習を勧めるなど、特

別支援教育に関する情報提供を行いながら就学先を検討している。小学校への就学の直前だけでな

く、早期からの就学相談にも応じている。 
〇就学相談にあたっては、市町村の広報で周知したり、相談から就学までの流れを印刷物にして用意

したりしている。前者は３３．３％にあたる１８市町で、後者は５１．９％にあたる２８市町村で

行われた。 
〇市町村によっては、市町村の教育委員会主催の説明会又は福祉担当部局やマザーズホームが主催す

る就学相談会を開催する市も見られる。前者は１８．５％にあたる１０市で、後者は３．７％にあ
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たる２市で行われた。また、該当校の特別支援教育担当教員との面談を実施している市も 1 市あっ

た。 
〇市町村の教育委員会の就学担当者が、学校見学に随行した市町村もあった。また、市町村の就学指

導委員会で使用する資料（例えば該当児の発達検査等）の作成を地域の特別支援学校に依頼し、そ

の結果をもとに保護者と話し合うケースなどもあった。 
〇早期からの教育相談については、教育委員会、福祉担当部局、特別支援学校が連携して相談体制を

整備し、年間を通じ計画的に実施している市町村がいくつかある。最近では、福祉担当部局と教育

委員会が連携して就学移行期の「支援ファイル」等を作り、就学相談の場面でも活用していこうと

する動きが生まれてきている。 
（２）保護者の意向と齟齬がある場合の調整手法 
〇市町村の教育委員会では、何度も保護者と話し合うようにしたり、子どもが在籍や通園している保

育所・幼稚園・小中学校等の教員等の協力を得たりしながら保護者に理解を求めた。前者について

は、８３．３％にあたる４５市町村で、後者は４０．７％にあたる２２市町で行われた。 
〇この話し合いの事前準備として、市町村の教育委員会では、当該児童生徒にとってより適切な教育

はどのような教育かを考えながら、就学指導委員会の委員となっている専門家、地域の特別支援学

校の教員（特別支援教育コーディネーターや県教育委員会就学指導委員会の調査員となっている教

員）又は在籍や通園している保育所・幼稚園・小中学校等の教員等からの情報収集に努めていた。 
〇また、この話し合いについて、いくつかの市町村の教育委員会からは「保護者の意見を尊重しなが

ら、また、あるときは理解を得ながら進められるが、最終的には保護者の意向に沿う方向になるこ

とが多い」という回答があった。 
 
３ 就学移行期における「支援ファイル・シート」等についての市町村の取組 

（１）全県の取組状況 

 就学前の段階から障害のある子どものために「支援ファイル・シート」を作成している市町村は、

５４市町村の中で２０市で３７．０％にあたる。今年度はさらに１０市町で作成する予定になってい

る。今年度末には合わせて３０市町となり、来年度は、県内で半数を超える市町で「支援ファイル・

シート」が活用されることになる。 

（２）事例１：Ａ市の場合 

①シートの名称  「就学支援シート」（平成２２年度から実施） 

②対象        小学校に就学予定の全児童（平成２２年度、４６５名）  

※配付等 

各小学校の入学説明会（１月下旬～２月に実施）で全員に配付し、保護者が

記入後、市教育委員会で保育園と幼稚園から回収する。 

平成２３年度の就学児童については、就学時健康診断時（１０月～１１月実

施）に配付することを検討している。 

※全児童を対象にした理由 

保育所・幼稚園と小学校との連携が一番の目的であり、保護者の思いを小学

校につなげていくため全児童を対象にした。 

③作成者      市教育委員会教育部学校教育課が中心となって作成した。 

④シートの管理者  各小学校 

⑤内容・項目等  ・お子さんの良いところ  ・好きなこと   ・基本的生活習慣 

          ・ことば・かず      ・人との関わり  ・行動・情緒 

・身体などで気になること等 

⑥作成までの経過  平成２０～２１年度文部科学省「発達障害者等支援・特別支援教育総合推進事

業」の指定を受けて、連携協議会の中で、就学時の保育所・幼稚園と小学校との
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連携のために必要であり、Ｂ市で作成された先行モデルを参考にした。 

⑦活用状況     小学校側では、事前に情報が得られたので、１学期に保護者とスムーズに話が

できた。いろいろ伝えたいことがある場合、自由記述欄を活用していた。 

今年度就学児童からの活用のため、今後活用状況や要望について各学校へアン

ケートをとる予定である。 

⑧課題       就学時のみの支援シートのため、今後の発展の仕方をアンケート等の結果も受

けて検討していく。  

（３）事例２：Ｂ市の場合 

①シートの名称  「Ｂ市就学支援ステップシート」（平成２１年度から実施） 

②対象      小学校、特別支援学校に就学予定の全児童（平成２２年度、６０４名） 

          ※配付等 

就学時健康診断時（１０月中）に教育委員会が説明してから配付し、保護

者が記入し、その後保育所や幼稚園の職員が追加記入している。教育委員会

が回収し、３月に行われる保育所や幼稚園と小学校・特別支援学校との引継

ぎ会の前に就学先の学校へ届けている。 

          ※全児童を対象にした理由 

           「障害の有無にかかわらず、どの子も成長を関係機関で引き継いでいこう」

という考えに基づいている。「今まで大切にしてきたことを引き継いでいく」

そして「小学校でも豊かで楽しい生活が送れるように」という願いから全児

童を対象とした。 

③作成者     市教育委員会学校教育課が中心となって作成した。 

④シートの管理者  各小学校又は特別支援学校  

⑤内容・項目等   ・お子さんの良いところ  ・好きなこと  ・健康  ・身体 

          ・人とのかかわり     ・生活・行動・日常生活など 

          ※問題点だけでなく、良い面、成功例など記入するようにしている。 

⑥作成までの経過等 平成１８～１９年度文部科学省「特別支援教育体制推進事業」の指定を受け、

連携協議会の中で、「保育所・幼稚園から小学校への引継ぎの記録を残したい」「保

護者の願いを確実に小学校へ伝えたい」等の意見があり作成した。 

⑦活用状況     小学校入学前に子どもの情報が得られるので、学校の受け入れ体制の検討や担

任の心の準備がしやすい。 

          保護者の思いを踏まえられるので、学校側の一方的な指導にならなくてよい。 

昨年度と今年度は年１回、保育所、幼稚園、小学校の教員、専門家チームで意

見交換した。その中では、「小学校の記入欄がほしい」「幼稚園幼児指導要録や保

育所児童保育要録と内容や記入の時期が重なるので負担がある」「中学校段階のシ

ートも作成していくのか」等の意見があった。 

⑧課題       今後も年に１回、専門家チームから意見を聴取し、継続して検証する。就労ま

で見通した支援の継続をどのように考えるか。シートの管理・保管方法や内容を

積み重ねてよりよい形を検証していく。 

 
４ 判断結果と実際の就学先の関係について  

（１）異なる就学の場合の主要因等 

就学指導委員会の意見を受けて市町村の教育委員会が総合的に判断した就学先と実際の就学先が異

なったケースについて、今回の調査では、市町村の教育委員会側から見た要因として、次のようなケ

ースがあったと回答があった。 
①保護者が、特別支援学級や特別支援学校の制度について十分に理解されていないと思われたケース。 
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 ２３市町村（４２．６％）から回答があった。 
②保護者が、特別支援学級や特別支援学校の実情を見て、これらの学級や学校への就学を望んでいな

いと思われたケース。 
 １９市町村（３５．２％）から回答があった。 
   この中には、例えば、「特別支援学校に在籍しているお子さんの体の動きを見て、会話を聞いて

いて、うちの子は特別支援学校の子ほど障害は重くない」とか「小学校低学年のうちは、他の子と

比べたとき、行動面で遅れがめだたないので、通常の学級で様子を見たい」などの意見が含まれて

いる。 
③保護者は子どもの障害の状態や程度を把握しているが、保護者以外の家族等の理解を得にくいため、

特別支援学級や特別支援学校への就学を望んでいないと思われたケース。 
 ３１市町村（５７．４％）から回答があった。 
④子どもの障害の状態や程度についての把握が、保護者と教育委員会で違い、特別支援学級や特別支

援学校への就学を望んでいないと思われたケース。 
 ４２市町村（７７．８％）から回答があった。 
①から④の他に、保護者から、「小学校のうちは、同じ地区の子どもたちと一緒に学校に通わせたい」

「地域の中で育てたい」「高等学校への進学を希望しているので通常の学級に籍を置きたい」という意

見があった。 
 
（２）就学後のフォローアップ 
 市町村の教育委員会は、就学相談で把握した障害のある児童生徒については、就学後もその就学先

にかかわらず年間を通じて当該児童生徒の情報を得るように努めている。これは、７７．８％にあた

る４２市町で行われた。さらに、市町村の教育委員会で得た情報について、就学指導委員会で報告し

た市町村は、４６．３％にあたる２５市町村であった。 

 

５ 就学相談体制・見直し方策について  

〇いくつかの市町村の教育委員会では、就学指導委員会で審議した児童生徒について、義務教育の期

間は追跡して把握しようとしている。毎年度、就学指導委員会で学校生活の状況を報告している市

町村もあった。また、必要に応じて就学相談にあたっている。 
〇小・中学校においては、特別支援教育に関する体制整備により校内委員会が設置され、この委員会

で障害のある児童生徒の学習状況や生活状況について話し合われている。また、近隣の特別支援学

校へ支援を要請することも、小・中学校１校当たり年平均で１～２回行われている。 
 ＜参考＞小・中学校から特別支援学校（県立２９校）への支援の要請回数 
   平成２０年度  小学校（８５９校）からの要請回数 ２，２５８回 
           中学校（４０８校）からの要請回数   ５７８回 
   平成２１年度  小学校（８５５校）からの要請回数 １，４５７回 
           中学校（３８６校）からの要請回数   ３８０回 
〇小・中学校の教員や保護者から特別支援学校への相談について、当初は在籍校でどのように支援を

行ったらよいか、どのように配慮していったらよいかという内容の相談が多いが、その後就学先を

変えた方がよいのではないかという内容に変わることがある。このとき在籍している学校と保護者

との意見の違いが明らかになることがある。このようなときは、小・中学校においても特別支援学

校においても、市町村の教育委員会と連絡を取るなど慎重な対応が求められている。 
〇就学相談が、単に就学先の決定のためだけの相談にならないように、療育の場と連携して、乳幼児

からの一連の支援として位置づけられるように、総合的な支援ネットワークを構築していく必要が

あると考える市町村の教育委員会が増えてきている。 
具体例として、昨年度の千葉県自立支援協議会「療育支援専門部会」（第四次千葉県障害者計画推
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進作業部会の一つ）において協議された、次の二つの事業が今年度から開始されることになってい

る。福祉関係機関と教育機関の連携による障害のある子どもの療育支援体制の充実が期待される。 
 ・療育支援コーディネーターの配置に係るモデル事業（県内２地区） 
 ・ライフサポートファイルの開発・普及事業（県内６市） 

なお、個別の事例については、その相談内容によって支援ネットワークを活用して、実際に専門

家等とつながるようにしていけるかどうかがポイントになっている。 
 

６ 通常の学級へ就学する場合の支援の実態・課題について 

 市町村の教育委員会では、認定就学者として通常の学級へ就学した児童生徒や県内で数例ではある

が次のようなケースにも対応している。 
・気管切開をした児童生徒 
・「化学物質過敏症」「脳脊髄液減少症」の児童生徒（入院は必要ないが病状によって学習が困難） 
児童生徒の実態と市町村の実情に即して、できうる範囲で対応している。施設・設備や人的配置等

について、県教育委員会に相談して対応することもある。 
（１）配慮や支援の具体例 
①施設・設備等の改善 
・肢体不自由のある児童生徒に対しては、段差の解消のためのスロープ、廊下や階段の手すり、階段

昇降機、エレベーター、車椅子で利用できるトイレや洗面台等を設置したり、幅広の机、肘掛付き

のいす、マット等を購入したりした。 
・難聴のある児童生徒に対しては、ＦＭ補聴器を使って授業したり、ノートテイクをしたりするケー

スがあった。机やいすの脚にテニスボールを付けて、聞こえやすさに配慮する学校もあった。 
・「化学物質過敏症」の児童生徒の場合は、学校で使用するワックス、洗剤、芳香剤、殺虫剤等につい

て化学物質をできるだけ含まない材料を選択したり、換気扇やエアコンを設置したりしたケースが

あった。 
②教員等の配置 
・十分ではないが特別支援教育にかかる専門性を有する教員を配置した。 
・教員のほかに、特別支援教育支援員の配置、市町村で名称は異なるが補助教員・学習支援講師・サ

ポート教員・学校補助員等の配置、市教育委員会相談員の巡回、市教育委員会の教育センター職員

の訪問、市民や学生ボランティアの派遣、県教育委員会の事業である特別支援教育アドバイザーの

要請等を行った。 
（参考）特別支援教育支援員及び特別支援教育アドバイザーの現状（平成２２年５月１日現在） 

特別支援教育支援員の配置             ４９市町（９０．７％） 
公立小・中学校    ６８６校 （５６．０％） 

合計  １，３２４名 （１校平均 １．９名） 
特別支援教育アドバイザー事業  ５教育事務所に 計１９名配置    

③学校での工夫 
・肢体不自由のある児童生徒の場合、在籍する学級の教室を１階に置いた。 
・小・中学校の教員が、特別支援学校の特別支援教育コーディネーター、県教育委員会の事業である

特別支援教育アドバイザーや巡回指導員等の専門家から研修を受けて、全校で共通理解を図って指

導にあたった。 
・「化学物質過敏症」や「脳脊髄液減少症」の児童生徒の場合は、体調によって登校時刻を遅らせたり

保健室で学習を行ったりした。 
（２）課題 
〇施設設備の改修にかかる予算の確保が難しい。肢体不自由児の場合、身体の成長と共にトイレの高

さや手洗い場の高さなど施設の課題が生じている。 
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〇特別支援学校教員と小・中学校教員の計画的な人事交流を実施しているが、特別支援教育分野での

専門性の高い教員の確保が難しい。 
〇特別支援教育支援員について、学校からの要望は多いが、予算面から対応が難しい。資格を「教員

免許を有する者」とすると人員確保が難しい。資格要件をなくしても人員確保が難しい。介助員は

女性が多いので、小学校高学年の男子児童になると、着替えや排せつなどの介助は女性では難しい。

担任と特別支援教育支援員が打ち合わせをする時間がなかなかとれない。 
〇現状でも通常の学級に在籍する発達障害と思われる児童生徒の指導の一部を特別支援学級担任が担

うこともあり、特別支援学級担任の負担が大きくなっている。これに加えて現行の特別支援学校該

当の児童生徒が小・中学校に就学した場合は、さらに特別支援学級担任の負担が大きくなる。 
〇修学旅行や校外学習時に教員や特別支援教育支援員が不足し、児童生徒の安全確保に不安がある。 
〇障害のある児童生徒以外の児童生徒や保護者の理解を得ることが難しい。障害のある児童生徒の指

導とその他の児童生徒の指導のバランスが取りにくい。結果として、障害のある児童生徒が二次障

害となる可能性もある。 
 
７ 「障害がある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」について 

（１）制定の経緯 

別紙「障害がある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」（以下、条例と略す）制定の経

緯を参照のこと。 

なお、差別等の用語については、条例及びその解釈指針（逐条解説）で次のように示している。 

〇「差別」（条例第２条第２項から） 

この条例において「差別」とは、次の各号※に掲げる行為（以下「不利益取扱い」という。）をする

こと及び障害のある人が障害のない人と実質的に同等の日常生活又は社会生活を営むために必要な合

理的配慮に基づく措置（以下「合理的な配慮に基づく措置」という。）を行わないことをいう。 

 ※ 各号とは、次の八つの分野を指す。 

一 福祉サービス 

二  医療 

三  商品又はサービス 

四  雇用 

五  教育 

六  建物その他の施設又は公共交通機関の利用 

七  不動産の取引 

八  情報 

〇「不利益取扱い」（条例の解釈指針（逐条解説）から） 

 日常生活・社会生活の場面に応じて、分野ごとに「障害を理由とした差別に当たる行為」の内容を

明らかにし、県民の共通理解を醸成することが重要です。そこで、この条例では、福祉、雇用、教育

など、８つの分野において、障害を理由として、不利益な取扱いをすることを差別と定義しています。 

〇「合理的な配慮に基づく措置」（条例の解釈指針（逐条解説）から） 

個別の場合において、障害のある人が、障害のない人と実質的に同等の日常生活又は社会生活を営

むための必要な調整及び変更をいいます。このような調整及び変更には、物理的なものと手続的なも

のの両方が考えられます。 

 どのような「措置」が求められるかは、当該障害のある人の障害の状況、及びその障害に応じた支

援ニーズに基づき判断します。また、その「措置」の合理性は、措置を講ずることにより当該障害の
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ある人が受ける障壁（バリア）の軽減の程度及びその軽減方法の妥当性により判断するものとします。 

 なお、「合理的な配慮に基づく措置」を行うことが、社会通念に照らして「過重な負担」になる場合

には、この条例において禁止している差別には該当しないこととしています。 

 

（２） 「本人に必要と認められる適切な指導・支援」の考え方 

 「本人に必要と認められる適切な指導・支援」という文言は、教育における「不利益取扱い」が規

定されている条例第２条第２項第５号の中で用いられている。 

詳しくは、別紙「障害がある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」制定の経緯を参照

のこと。 

 

８ 特別支援学校の分校・分教室設置状況について（県－市町村の財源・権限・責任分担等）  

（１）分校・分教室等の数（いずれも知的障害） 
    分校       ４校 
    分教室      ２校（分教室）     
    学校の規模拡大  １校      計 ７校 
（２）分校・分教室等の概要 
 平成２０年４月開設 県立安房特別支援学校 鴨川分教室（小・中学部） 
           （鴨川市立鴨川小学校の余裕教室に、県の財源で分教室を設置） 
           市川市立須和田の丘支援学校 稲越校舎 （小学部のみ） 
           （市川市立稲越小学校の余裕教室に、市の財源で分校を設置） 
 平成２１年４月開設 県立柏特別支援学校 流山分教室（高等部のみ） 

（県立流山高等学校の余裕教室に、県の財源で分教室を設置） 
           船橋市立船橋特別支援学校 高根台校舎 （小学部のみ） 
           （船橋市立高根台第一小学校跡地に、市の財源で分校を設置） 
 平成２２年４月開設 県立特別支援学校流山高等学園 第二キャンパス（高等部のみ） 

（県立流山東高等学校跡地に、県の財源で規模拡大として設置） 
           県立我孫子特別支援学校 清新分校（高等部のみ） 
           （県立沼南高柳高等学校の余裕教室に、県の財源で分校を設置） 
           県立市原特別支援学校 つるまい風の丘分校 （高等部のみ） 
           （県立鶴舞桜が丘高等学校グリーンキャンパスの余裕教室に、県の財源で分 

校を設置） 
 

以上 
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「「障障害害ののああるる人人ももなないい人人もも共共にに暮暮ららししややすすいい

千千葉葉県県づづくくりり条条例例」」制制定定のの経経緯緯  
 

平平成成2222年年88月月１１１１日日  
                                  千千葉葉県県立立東東金金特特別別支支援援学学校校  千千葉葉  晃晃  
 

平平成成1166年年（（２２００００４４））７７月月、、第第三三次次千千葉葉県県障障害害者者計計画画にに新新たたなな地地域域福福

祉祉像像「「誰誰ももがが、、あありりののままままににそそのの人人ららししくく、、地地域域でで暮暮ららすす」」がが掲掲げげらられれ、、

そそのの実実現現ののたためめのの条条例例のの制制定定をを検検討討すするるここととがが盛盛りり込込ままれれたた。。  

 

１１  条条例例制制定定ままででのの経経過過    
  

〈〈差差別別にに当当たたるるとと思思わわれれるる事事例例のの募募集集〉〉  

①①  HH1166年年（（２２００００４４））９９月月、、「「条条例例づづくくりり」」をを検検討討すするるたためめ、、広広くく県県民民

かからら差差別別とと思思わわれれるる事事例例をを募募集集。。そそのの結結果果、、教教育育・・雇雇用用・・福福祉祉ななどど

様様々々なな分分野野ににわわたたるる７７６６９９件件のの事事例例がが寄寄せせらられれたた。。（（教教育育のの分分野野にに

おおけけるる事事例例はは221133件件））  

〈〈研研究究会会のの設設置置ととタタウウンンミミーーテティィンンググ〉〉  

②②  HH1177年年（（２２００００５５））１１月月、、寄寄せせらられれたた事事例例をを分分析析しし「「差差別別ととはは何何かか」」

「「どどううししたたららななくくせせるるののかか」」をを徹徹底底ししてて議議論論すするるたためめ、、「「障障害害者者差差

別別ををななくくすすたためめのの研研究究会会」」をを設設置置。。教教育育関関係係者者、、企企業業関関係係者者、、自自営営

業業やや医医療療関関係係者者ななどど、、２２９９名名のの公公募募委委員員がが約約１１年年間間、、２２００回回ににわわたた

りり議議論論。。  

③③  研研究究会会のの議議論論とと並並行行ししてて、、県県内内各各地地ででタタウウンンミミーーテティィンンググがが開開催催ささ

れれ、、県県内内３３００箇箇所所以以上上でで３３００００００人人以以上上がが参参加加ししたた。。  

〈〈県県議議会会ででのの審審議議とと条条例例案案のの撤撤回回、、再再提提案案、、成成立立〉〉  

④④  HH1188年年（（２２００００６６））２２月月、、条条例例案案（（資資料料１１））がが２２月月定定例例県県議議会会でで審審議議

さされれたたがが、、よよりり多多くくのの方方々々かかららのの意意見見をを聴聴くく必必要要ががああるるななどどのの理理由由

でで継継続続審審査査のの取取扱扱いいととななっったた。。  

⑤⑤  県県でではは、、教教育育・・企企業業・・医医療療・・福福祉祉のの関関係係者者かからら意意見見をを聴聴取取。。関関係係者者

のの意意見見をを議議会会にに報報告告しし、、健健康康福福祉祉常常任任委委員員会会でで議議論論がが行行わわれれたた。。  
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⑥⑥  ６６月月定定例例県県議議会会でで、、「「条条例例案案ををよよりり良良いいももののととすするるたためめにに修修正正すするる

ののででああれればば原原案案をを取取りり下下げげるるべべききととのの指指摘摘ががななさされれ、、条条例例案案をを一一旦旦

撤撤回回。。  

⑦⑦  ７７月月以以降降、、県県はは、、関関係係者者のの意意見見をを踏踏ままええたた「「検検討討用用試試案案」」をを公公表表。。

健健康康福福祉祉常常任任委委員員会会協協議議会会ににおおいいてて３３回回ににわわたたりり議議論論がが行行わわれれたた。。

併併せせてて、、関関係係者者かかららもも意意見見をを聴聴取取。。  

⑧⑧  ９９月月、、協協議議会会等等のの意意見見をを踏踏ままええたた条条例例案案（（資資料料２２））をを９９月月定定例例県県議議

会会にに提提案案。。１１００月月１１１１日日、、可可決決・・成成立立。。  

 

２２  制制定定過過程程ででのの議議論論    
 

＜研究会での議論＞ 

①①  「「統統合合教教育育」」をを受受けけささせせなないいここととがが「「差差別別」」ででああるるとと明明記記すすべべきき。。  

②②  「「一一人人一一人人のの障障害害ややニニーーズズにに応応じじたた教教育育」」がが必必要要。。  

③③  財財政政上上のの負負担担ををどどううすするるののかか。。  

④④  現現行行のの学学校校教教育育制制度度上上ででのの対対応応かか制制度度改改革革かか。。  

 

＜タウンミーティング、パブリックコメント等の意見＞ 

⑤ 「本人の教育的要求」の表現が、本人（保護者）の希望を優先する

ものと誤解されるのではないか。 

⑥ 「十分な説明」の「十分な」という表現は主観的で基準が曖昧であ

り、当事者の受け止め方によって不要な摩擦を生じる恐れがある。 

⑦ 財政上の措置について、努力義務ではなく実効性を示してほしい。 

⑧ 「社会的に相当な範囲」や「過重な負担」という表現が曖昧。 

⑨ 条例の施行により、市町村に財政的・人的負担、事務負担を発生さ

せないようにされたい。 

 

＜県議会での議論＞ 

⑩ 障害のある人もない人も支え合いながら共に豊かに暮らせる社会の

建設をめざすことには賛成 

⑪ 条例に係る予算の確保をどうするのか。 

⑫ 国の制度との整合性はあるのか。 

⑬ 就学指導委員会のあり方そのものが問われるのではないか。 
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＜市町村教委からの意見＞ 

⑭ 「教育における差別」の条文の書き方が保護者の意向を一方的に尊

重するように見える。教育委員会が子どもの適切な教育を判断する

就学指導の考え方に反しているのではないか。 

⑮ 保護者との対立が深まり学校現場は混乱するのではないか。 

⑯ 「過重」の概念が曖昧であり、当事者の受け止め方によって不要な

摩擦を生じる懸念がある。 

⑰ 条例の適用除外規定は、民民間を想定していると思うが、教育にお

いては民と官の関係であることから、様々な負担を求められ、事実

上適用除外の規定が機能しない懸念がある。 

 

３３  条条例例制制定定のの経経緯緯をを踏踏ままええてて（（提提案案））    
 
11..  「「地地域域でで共共にに学学ぶぶ教教育育」」がが共共通通のの願願いいととのの認認識識にに立立っってて。。  
 
22..  そそのの理理念念のの実実現現にに学学校校現現場場がが追追いいつついいてていいなないい現現状状（（人人的的・・物物的的条条

件件））をを踏踏ままええてて。。  
 
33..  障障害害のの有有無無ににかかかかわわららずず、、子子どどももたたちちがが最最大大限限にに力力をを発発揮揮ししてて学学びび

合合ええるる学学校校づづくくりり、、「「一一人人一一人人ののニニーーズズをを踏踏ままええたた教教育育」」ををここれれかか

ららのの学学校校教教育育のの向向かかううべべきき方方向向ととししてて。。  
 
44..  国国民民参参加加・・合合意意ののププロロセセススをを大大切切ににししたた議議論論のの展展開開をを。。  
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資料１ H18 年 2 月議会に出された条例案 
 

「「障障害害ののああるる人人ももなないい人人もも共共にに暮暮ららししややすすいい千千葉葉県県づづくくりり条条例例（（案案））」」    

  

（（教教育育ににおおけけるる差差別別））  

第第十十一一条条  何何人人もも、、教教育育をを行行いい、、又又はは受受けけささせせるる場場合合ににおおいいてて、、障障害害のの

ああるる人人にに対対ししてて、、次次のの各各号号にに掲掲げげるる差差別別ををししててははななららなないい。。  

  一一  本本人人のの教教育育的的要要求求をを把把握握ししたた適適切切なな指指導導及及びび必必要要なな支支援援をを行行

うう教教育育をを受受けけるる機機会会をを、、本本人人又又ははそそのの保保護護者者のの意意にに反反ししてて、、与与ええ

なないいこことと。。  

  二二  障障害害をを理理由由ととししてて、、本本人人又又ははそそのの保保護護者者がが希希望望ししなないい学学校校へへのの

入入学学をを強強いいるるこことと。。  

  三三  障障害害をを理理由由ととししてて、、本本人人又又ははそそのの保保護護者者にに過過重重なな人人的的負負担担、、物物

的的負負担担又又はは経経済済的的負負担担をを課課すすこことと。。  

  
 
 

資資料料２２  HH1188年年1100月月にに成成立立ししたた条条例例  
 
「「障障害害ののああるる人人ももなないい人人もも共共にに暮暮ららししややすすいい千千葉葉県県づづくくりり条条例例」」  
 
（（障障害害をを理理由由ととすするる不不利利益益なな取取扱扱いい））  

教教育育  

  イイ  本本人人にに必必要要とと認認めめらられれるる適適切切なな指指導導及及びび支支援援をを受受けけるる機機会会をを与与

ええなないいこことと。。  

  ロロ  本本人人若若ししくくははそそのの保保護護者者のの意意見見をを聴聴かかなないいでで、、又又はは必必要要なな説説明明をを

行行わわなないいでで、、入入学学すするる学学校校をを決決定定すするるこことと。。  
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参参考考：：条条例例解解説説  
 
《《第第５５号号イイ関関係係》》  
⑨⑨  すすべべててのの幼幼児児児児童童生生徒徒にに、、小小学学校校、、中中学学校校、、高高等等学学校校、、特特別別支支援援学学校校及及びび幼幼稚稚

園園をを含含むむああららゆゆるる教教育育のの場場ににおおいいてて、、一一人人ひひととりりのの教教育育的的ニニーーズズにに即即ししたた適適切切

なな教教育育をを受受けけるる機機会会をを保保障障すするるここととににあありりまますす。。  

⑩⑩  そそのの際際にに重重要要ななここととはは、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生徒徒にに関関わわるる関関係係者者（（保保護護者者やや教教

育育、、医医療療、、保保健健、、福福祉祉等等のの関関係係機機関関））がが、、本本人人のの意意思思をを大大切切ににししななががらら、、話話しし

合合いいのの中中でで障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生徒徒のの教教育育的的ニニーーズズをを把把握握ししてていいくくここととでですす。。

保保護護者者ををははじじめめ関関係係者者がが十十分分にに話話しし合合いい、、よよりりよよいい手手立立ててをを講講じじてていいくくここととがが

ここのの条条例例のの目目指指ししてていいるるととこころろでですす。。  

⑪⑪  我我がが国国でではは、、現現在在、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生徒徒のの自自立立やや社社会会参参加加にに向向けけたた主主体体的的

なな取取組組をを支支援援すするるとといいうう視視点点にに立立ちち、、幼幼児児児児童童生生徒徒一一人人ひひととりりのの教教育育的的ニニーーズズ

をを把把握握しし、、そそのの持持ててるる力力をを高高めめ、、生生活活やや学学習習上上のの困困難難をを改改善善又又はは克克服服すするるたためめ、、

適適切切なな指指導導及及びび必必要要なな支支援援をを行行うう特特別別支支援援教教育育がが行行わわれれてていいるるととこころろでですす。。  

⑫⑫  特特別別支支援援教教育育はは、、特特別別なな支支援援をを必必要要ととすするる幼幼児児児児童童生生徒徒がが在在籍籍すするる全全ててのの学学校校

ににおおいいてて実実施施さされれるるももののでであありり、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生徒徒へへのの教教育育ににととどどままらら

ずず、、障障害害のの有有無無ややそそのの他他のの個個々々のの違違いいをを認認識識ししつつつつ様様々々なな人人々々がが生生きき生生ききとと活活

躍躍ででききるる共共生生社社会会のの形形成成のの基基礎礎ととななるるももののでであありり、、我我がが国国のの現現在在及及びび将将来来のの社社

会会ににととっってて重重要要なな意意味味をを持持っってていいまますす。。  

⑬⑬  第第５５号号イイはは、、ここののよよううなな特特別別支支援援教教育育のの理理念念をを踏踏ままええ、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生

徒徒にに必必要要とと認認めめらられれるる適適切切なな指指導導及及びび支支援援をを行行うう特特別別支支援援教教育育をを受受けけるる機機会会をを

与与ええなないいここととをを「「不不利利益益取取扱扱いい」」ととししてて定定義義ししたたももののでですす。。  

  

《《第第５５号号ロロ関関係係》》  

⑭⑭  第第５５号号ロロのの趣趣旨旨はは、、学学校校教教育育法法令令等等にに基基づづくく就就学学指指導導のの仕仕組組みみをを前前提提にに、、教教育育

委委員員会会にに対対ししてて、、本本人人やや保保護護者者のの意意見見をを十十分分にに聴聴きき、、就就学学指指導導のの過過程程やや就就学学先先

ににおおけけるる教教育育内内容容等等ににつついいてて説説明明やや情情報報提提供供をを丁丁寧寧にに行行いい、、総総合合的的なな見見地地かからら

就就学学先先をを判判断断すするるここととをを求求めめたたももののでですす。。  

⑮⑮  ここののここととはは、、既既にに法法令令等等ににおおいいてて求求めめらられれてていいるるととこころろでであありり、、新新たたななルルーールル

をを定定めめるるももののででははあありりまませせんん。。  

⑯⑯  第第５５号号ロロはは、、そそののよよううなな手手続続ききをを経経なないいでで就就学学先先をを決決定定すするるここととをを「「不不利利益益取取

扱扱いい」」ととししてて定定義義ししたたももののでですす。。  
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［［解解釈釈及及びび運運用用］］  
  

《《第第５５号号イイ  関関係係》》  

⑰⑰  「「本本人人にに必必要要とと認認めめらられれるる適適切切なな指指導導及及びび支支援援」」ととはは、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生

徒徒にに関関わわるる関関係係者者（（保保護護者者やや教教育育、、医医療療、、保保健健、、福福祉祉等等のの関関係係機機関関））がが連連携携しし

ななががらら、、障障害害ののああるる幼幼児児児児童童生生徒徒一一人人ひひととりりのの教教育育的的ニニーーズズをを把把握握しし、、そそののニニ

ーーズズにに対対応応ししたた指指導導やや支支援援をを行行ううここととををいいいいまますす。。  

⑱⑱  ななおお、、指指導導やや支支援援のの内内容容はは、、小小学学校校又又はは中中学学校校へへのの就就学学指指導導ににおおいいててはは市市町町村村

教教育育委委員員会会がが、、就就学学中中ににおおいいててはは就就学学先先のの学学校校がが、、関関係係者者とと調調整整のの上上、、決決定定しし

まますす。。  

⑲⑲  「「機機会会をを与与ええなないい」」ととはは、、そそののよよううなな関関係係者者間間のの調調整整にによよっってて決決ままっったた指指導導やや

支支援援をを実実施施ししなないいこことと又又はは受受けけささせせなないいここととでですす。。ななおお、、指指導導やや支支援援のの内内容容にに

つついいてて、、関関係係者者間間でで調調整整ががつつかかなないい場場合合はは、、「「機機会会をを与与ええなないい」」ととはは解解ししまませせ

んん。。  

⑳⑳  指指導導やや支支援援をを受受けけるる機機会会をを与与ええるるにに当当たたりり、、本本人人にに必必要要なな教教育育環環境境をを整整備備すするる

ここととはは、、「「合合理理的的なな配配慮慮にに基基づづくく措措置置」」とと解解ししまますす。。  

  

《《第第５５号号ロロ  関関係係》》  

2211  就就学学先先のの学学校校をを決決定定すするるににああたたりり、、教教育育委委員員会会がが学学校校教教育育法法制制にに沿沿っってて本本人人やや

保保護護者者のの意意見見をを聴聴いいたたりり、、必必要要なな説説明明をを行行ううとといいうう手手続続ををととららなないいここととがが該該当当

ししまますす。。  

2222  「「必必要要なな説説明明」」ととはは、、①①就就学学指指導導のの手手続続、、②②学学校校ににおおけけるる施施設設やや設設備備のの状状況況、、

③③学学校校教教育育のの内内容容、、④④地地域域でで受受けけらられれるる支支援援のの状状況況、、⑤⑤専専門門的的知知識識をを有有すするる者者

のの意意見見のの内内容容等等ににつついいててのの説説明明をを意意味味ししまますす。。  

2233  ななおお、、保保護護者者がが意意見見聴聴取取やや説説明明をを聞聞くくここととをを拒拒否否ししたた場場合合はは、、必必要要なな説説明明をを行行

わわなないいここととににははななりりまませせんん。。ししかかしし、、ここのの場場合合ににおおいいててもも教教育育委委員員会会がが一一方方的的

にに就就学学先先のの学学校校をを決決定定すするるここととはは適適切切ででははあありりまませせんん。。ここののよよううなな場場合合、、双双方方

がが地地域域相相談談員員等等のの第第三三者者をを交交ええてて話話しし合合いい、、事事案案のの解解決決をを目目指指すすここととがが、、ここのの

条条例例ににおおいいてて求求めめらられれてていいまますす。。  

2244  就就学学指指導導ににおおけけるる市市町町村村教教育育委委員員会会のの判判断断にに関関ししててはは、、教教育育委委員員会会やや市市町町村村のの

独独立立性性・・自自主主性性ににつついいててのの配配慮慮をを定定めめたた条条例例第第３３３３条条のの規規定定にによよりり、、知知事事がが、、

市市町町村村教教育育委委員員会会にに対対ししてて勧勧告告ををししなないいここととととししてていいまますす。。  
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［［合合理理的的なな配配慮慮にに基基づづくく措措置置のの例例示示］］  
①①  教教育育のの分分野野ににおおけけるる「「合合理理的的なな配配慮慮にに基基づづくく措措置置」」ととししててはは、、幼幼児児児児童童生生徒徒、、

本本人人がが理理解解ででききるる情情報報伝伝達達方方法法をを用用いいるるここととやや、、本本人人にに必必要要なな教教育育環環境境をを整整備備

すするるここととななどどがが考考ええらられれまますすがが、、具具体体的的なな例例ととししててはは、、以以下下ののよよううななここととがが挙挙

げげらられれまますす。。  

②②  障障害害特特性性にに応応じじたた教教材材をを用用意意すするるこことと。。障障害害特特性性にに応応じじたた試試験験方方法法をを行行ううこことと。。

トトイイレレのの配配慮慮ななどど、、校校外外学学習習等等でで本本人人がが活活動動ししややすすいいよよううなな条条件件をを整整ええるるこことと。。  
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